
 
 

     地域産業対策枠（経済変動対策緊急融資）について 
 
 従来の地域産業対策枠（原油価格等の上昇、建築着工の減少）は１０月３１日から保証対象者

等を拡充し、地域産業対策枠（経済変動対策緊急融資）として実施します。 
 制度概要は次のとおりです。どうぞご利用ください。 
 
○ 制度概要 

保証対象者 次のいずれかに該当している中小企業者 
イ．最近３か月間の平均売上高又は平均販売数量(以下｢平均売上

高等｣という。)が前年同期の平均売上高等に比べ３％以上減少

していること。 

ロ．製品の製造若しくは加工又は役務の提供に係る売上原価のう

ち２０％以上を占め原油又は石油製品(以下「原油等」という。)

の仕入れ価格が２０％以上上昇しているにもかかわらず、物の

販売又は役務の提供の価格(加工賃を含む。)の引上げが著しく

困難であるため、最近３か月間の平均売上高に占める原油等の

平均仕入価格の割合が、前年同期の平均売上高に占める原油等

の平均仕入価格の割合を上回っていること。 

ハ．最近３か月間の平均売上総利益率又は平均営業利益率が前年

同期の平均売上総利益率又は平均営業利益率に比べ３％以上減

少していること。 
資金使途 運転資金 
貸付限度額 ８，０００万円以内 

ただし、既存の地域産業対策枠（経営安定特別分を除く。）の借入

残高がある場合は、既存借入残高と合算して８，０００万円以内と

する。 
保証期間 運転資金  ７年以内（うち据置期間１年以内） 
貸付利率  年１．９０％以内 
保証料率  年１．０５％～０．３５％ 
連帯保証人  原則として、法人代表者のみとする。 
担保  必要に応じて取り受けとする。 
その他 富山県経営安定資金経済変動対策緊急融資に係る認定書の添付が

必要。（認定要件別に認定書様式あり。） 
従来の地域産業対策枠（原油価格等の上昇、建築着工の減少）は

１０月３０日をもって終了する。既に受けた地域産業対策枠（原油

価格等の上昇、建築着工の減少）の認定書については、有効期間を

概ね３０日とし、本制度を利用できる。 
 

○ 取扱期間 
  平成２０年１０月３１日（金） ～ 平成２１年３月３１日（水）（保証申込受付分まで） 



 

富山県経営安定資金経済変動対策緊急融資 

                  に係る認定書（１） 

 

                                               平成   年   月   日  

（市町村長） 

 

                殿  

 

 

 

                                申請者  

                                住   所                

 

                  企 業 名 

                               代表者名               印  

 

  私は、        業を営んでいるが、下記のとおり、※（売上高の減少・

販売数量の減少）が生じているため、経営の安定に支障が生じておりますので、下

記事項について認定を申請します。（※  該当事項を囲んでください。） 

 なお、本認定書を取扱金融機関に対し交付することについて、予め同意します。 

 記  

 

  売上高等  

 

          Ｂ－Ａ  

            Ｂ    ×100            減少率         ％  

 

     Ａ：申込時点における最近３か月間の月平均売上額等 

 

                                       円  

 

   Ｂ：Ａの期間に対応する前年の３か月間の月平均売上額等 

 

                                           円 

 

 

 

 

 

 

 

    年  月  日 

  申請のとおり、相違ないことを認定します。 

 （注）本認定書の有効期間：平成  年  月  日から平成  年  月  日 

 

                   （市町村長）                印 

 



富山県経営安定資金経済変動対策緊急融資 

         に係る認定書（２） 

                                               平成   年   月   日  

（市町村長） 

               殿  

 

                                申請者  

                                住   所                

                  企 業 名 

                               代表者名               印  

 

  私は、          業を営んでいるが、下記のとおり、主要原材料であ

 る原油及び石油製品（以下「原油等」という。）の価格が著しく上昇しているにも

 かかわらず、製品等価格の引上げが著しく困難であるため、経営の安定に支障が生 

 じておりますので、下記事項について認定を申請します。 

  なお、本認定書を取扱金融機関に対し交付することについて、予め同意します。 

 

 記  

 ①原油等の仕入単価の上昇（上昇率が２０％以上となっていること。） 

           Ｅ   

      ｅ   ×100－100               上昇率        ％  

  Ｅ：原油等の最近１か月間における平均仕入れ単価 

                                      円  

  ｅ：Ｅの期間に対応する前年１か月間の平均仕入れ単価 

                                                                       円  

 ②原油等が売上原価に占める割合（依存率が２０％以上となっていること。） 

         Ｓ   

           Ｃ    ×100                   依存率        ％  

   Ｃ：申込時点における最新の売上原価 

                                           円  

   Ｓ：Ｃの売上原価に対応する原油等の仕入価格 

                                              円  

 ③製品等価格への転嫁の状況（Ｐ＞０となっていること。） 

            Ａ        ａ    

          Ｂ       ｂ   ×100  ＝Ｐ         Ｐ＝          ％  

   Ａ：申込時点における最近３か月間の原油等の月平均仕入価格 

                                        円  

  ａ：Ａの期間に対応する前年３か月間の原油等の月平均仕入価格 

                                                         円  

   Ｂ：申込時点における最近３か月間の月平均売上高 

                                        円  

  ｂ：Ｂの期間に対応する前年３か月間の月平均売上高 

                                                                 円 

    年  月  日 

  申請のとおり、相違ないことを認定します。 

 （注）本認定書の有効期間：平成  年  月  日から平成  年  月  日 

 

                 （市町村長）                  印 

 



富山県経営安定資金経済変動対策緊急融資 

         に係る認定書（３） 

 

                                               平成   年   月   日  

（市町村長） 

                殿  

 

                 申請者  

                                住   所                

                  企 業 名 

                               代表者名               印  

             

  私は、        業を営んでいるが、下記のとおり、※（売上総利益率の

減少・営業利益率の減少）が生じているため、経営の安定に支障が生じております

ので、下記事項について認定を申請します。（※  該当事項を囲んでください。） 

 なお、本認定書を取扱金融機関に対し交付することについて、予め同意します。 

（下記１又は２のいずれかを記入してください。） 

 記  

１  売上総利益率 

          Ｂ－Ａ  

            Ｂ    ×100            減少率         ％  

     Ａ：申込時点における（最近３か月間又は直近決算）の月平均売上総利益率  

              ※いずれかを囲んでください。  

                                       ％  

 

   Ｂ：Ａの期間に対応する前年同期の月平均売上総利益率 

                                           ％ 

   ※ 売上総利益率（％）＝売上総利益÷売上高×１００ 

 

２  営業利益率 

          Ｄ－Ｃ  

            Ｄ    ×100            減少率         ％  

     Ｃ：申込時点における（最近３か月間又は直近決算）の月平均営業利益率 

              ※いずれかを囲んでください 

                                       ％  

 

   Ｄ：Ｃの期間に対応する前年同期の月平均営業利益率 

                                           ％ 

   ※ 営業利益率（％）＝営業利益÷売上高×１００ 

 

  年  月  日 

  申請のとおり、相違ないことを認定します。 

 （注）本認定書の有効期間：平成  年  月  日から平成  年  月  日 

 

               （市町村長）                   印 
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